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4. 1ξeqimaxに最大振幅時の等価減衰定数を積分平均値に変換

する係数（積分平均係数）Λを乗じて，近似的に各層の
等価減衰定数の積分平均値を評価する。擬似フレームの

みの j次固有周期を用いて振動数を算出した場合の i 層
の積分平均係数 jΛi および等価減衰定数の積分平均値
1ξeqiはそれぞれ式(21)，(22)で表される 3)。 

𝛬𝛬𝑗𝑗 𝑖𝑖 =
0.0598(𝐾𝐾𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏/𝐾𝐾𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓)0.226

(𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑∗ /𝐾𝐾𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓)0.465 ∙ (
1
𝑇𝑇𝑗𝑗 𝑖𝑖
)
0.535 ∙ 𝛾𝛾𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑max

+
0.682(𝐾𝐾𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏/𝐾𝐾𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓)0.140
(𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑∗ /𝐾𝐾𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓)0.228

 

(21) 

𝜉𝜉1 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝜉𝜉1 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒max ∙ 𝛬𝛬1 𝑖𝑖 (22) 

ここで，K*
deqsi は温度および振動数による剛性の変化を考

慮したせん断ひずみ 100%時の粘弾性ダンパーの等価剛性
であり，次式で表される。 

𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑∗ = 𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝐺̃𝐺𝑒𝑒𝑒𝑒
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝜃𝜃 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝑓𝑓 (23) 

5. 各層の 1 次等価減衰定数 1ξeqiを弾性ひずみエネルギー
Wsiで重み付けし，建物全体の 1 次等価減衰定数 1ξeqTHA
を次式で算出する。 

𝜉𝜉1 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 = 𝜉𝜉1 0 +
∑ 𝜉𝜉1 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 ∙ 𝑊𝑊𝑠𝑠𝑠𝑠
𝑁𝑁
𝑖𝑖=1
∑ 𝑊𝑊𝑠𝑠𝑠𝑠
𝑁𝑁
𝑖𝑖=1

 (24) 

4.2 等価減衰定数の妥当性の検証とその評価 
前節の手順で算出した建物全体の 1 次等価減衰定数

1ξeqTHAを表 4 に示す。また，1ξeqTHAの妥当性を確認するた
めに，図 9にモデル 4（粘弾性ダンパーの初期温度：10℃）
と減衰定数を変動させた主架構のみの建物モデル（以下，

非制振モデル）の最大層間変形角の高さ方向分布の比較を

示す。表 4より，粘弾性ダンパーの初期温度が 10℃の場合
のモデル 4 は 1ξeqTHA = 7%程度であることがわかる。そし
て，図 9からモデル 4の最大層間変形角は非制振モデルの
減衰定数 6～8%の応答と同程度であることを踏まえると，
表 4の 1ξeqTHAは妥当な結果であると考える。 
粘弾性ダンパーの初期温度に着目して表 4の 1ξeqTHAを比

較すると，初期温度が高いほど 1ξeqTHAは小さくなり，特に
SZ1入力時には各モデル間での 1ξeqTHAの差も小さくなる傾
向があることがわかる。これは，図 8において最大応答値
の差が小さくなることと対応している。また，各モデル間

で 1ξeqTHAを比較すると，3.2 節でダンパー数が多いモデル
ほど最大応答値が小さくなることを確認したが，これはダ

ンパー数が増えることによる 1ξeqTHA の増大と対応してい
ることがわかる。同様に，モデル 3とモデル 4のようなダ
ンパー数が同程度のモデルで比較すると，1ξeqTHAはモデル
4がモデル 3を上回る傾向があることから，図 8の最大応

答値と同様にダンパーの配置が 1ξeqTHA に与える影響も確
認することができる。 
以上のことから，間柱型粘弾性ダンパーを有する制振構

造の等価減衰定数 1ξeqTHA は各モデルの時刻歴最大応答値
の大小関係を再現できることがわかる。 
 
5. まとめ 
本報その 1では，間柱型粘弾性ダンパーを有する制振構

造の等価減衰定数を時刻歴応答解析結果に基づいて評価

した。得られた知見を以下に示す。 
1. 間柱型粘弾性ダンパーを有する制振構造の等価減衰
定数は，文献 3)の手法を準用して，時刻歴応答解析に
よる粘弾性ダンパーの最大せん断ひずみの値から評

価できることがわかった。 
2. 間柱型粘弾性ダンパーを有する制振構造の等価減衰
定数は各モデルの時刻歴最大応答値の大小関係を再

現できることがわかった。 
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Temperature Ground Motion Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5

ART HACHI 3.25 4.81 6.42 7.09 7.70

OS1 3.28 4.75 6.30 7.10 7.60

OS2 3.28 4.83 6.44 7.23 7.73

SZ1 3.24 4.56 6.02 6.75 7.38

SZ2 3.28 4.74 6.24 6.99 7.52

ART HACHI 3.25 4.82 6.43 7.06 7.72

OS1 3.24 4.64 6.43 6.84 7.38

OS2 3.28 4.78 6.39 7.16 7.69

SZ1 3.17 4.39 5.66 6.23 6.87

SZ2 3.24 4.62 6.00 6.67 7.20

ART HACHI 3.18 4.57 6.13 6.65 7.32

OS1 3.12 4.34 5.60 6.15 6.69

OS2 3.19 4.52 5.93 6.54 7.19

SZ1 3.03 4.06 5.07 5.44 5.95

SZ2 3.11 4.29 5.48 5.98 6.47

30℃

10℃

20℃

図 9 モデル 4と減衰定数を変動させた非制振モデルの 
最大層間変形角の高さ方向分布（初期温度：10℃） 

ART HACHI SZ1 

表 4 建物全体の 1次等価減衰定数 1ξeqTHA（単位：%） 

℃ 

℃ 

℃ 
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間柱型粘弾性ダンパーを有する制振構造の等価減衰定数の評価 

その 2 静的荷重増分解析結果に基づく性能評価 
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＊
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＊
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＊

〃 植木卓也
＊

荷重増分解析 静的解析 〃 金城陽介
＊

 
1. はじめに 
本報その 1 では，間柱型粘弾性ダンパーを有する制振

構造の建物全体の等価減衰定数を時刻歴応答解析の結果

に基づいて評価し，文献 3)で提案された評価式によって
適切に等価減衰定数が評価できることを確認した。また，

複数の建物モデルを用いて最大応答値と等価減衰定数の

対応関係を確認することで，間柱型粘弾性ダンパーを有

する制振構造の等価減衰定数は時刻歴最大応答値の大小

関係を再現できることを確認した。 
本報その 2 では，静的荷重増分結果に基づいて建物全

体の等価減衰定数の評価を行い，荷重レベルと等価減衰

定数の関係を確認する。 
 
2. 解析モデルの概要 
2.1 検討対象建物および間柱型粘弾性ダンパーの概要 
検討対象建物は本報その 1 と同様の 5 つの建物モデル

とし，各々の建物モデルに対して状態 N，R解析 6)，7)を行

い，得られた骨組特性値をもとに作成したせん断モデル

を使用する。図 1 に軸組図と基準階伏図，図 2 にせん断
モデルの概念図，表 1 に各モデルのダンパー数を示す。
軸組図の赤線，基準階伏図の赤丸は粘弾性ダンパーの設

置箇所を表している。表 1より，ダンパー数はモデル 1か
ら昇順で多くなり，モデル 3 とモデル 4 のダンパー数は
同程度であることがわかる。検討対象建物，せん断モデル

化および間柱型粘弾性ダンパーの詳細については，本報

その 1を参照されたい。 
2.2 粘弾性ダンパーのトリリニア近似 
本報で用いる間柱型粘弾性ダンパーは解析プログラム

の都合上，静的解析において剛性を持たないので，文献 3)
を参考に，図 3 に示す初期温度 20℃，振動数 0.33 Hz の
粘弾性ダンパーの骨格曲線を図 4 に示すようにトリリニ
アモデルのせん断ばねで近似する。 
トリリニアモデルの初期せん断弾性率 Gd1は，原点と骨

格曲線上のせん断ひずみ 10%の点を結ぶ割線の傾きとし，  

 
Evaluation of equivalent damping constants of structures with 
stud-type viscoelastic dampers Part2. Performance evaluation 
based on the results of pushover analysis 

 
NISHIUMI Hayato, SATO Daiki, Alex SHEGAY, TOBARI Ryota, 
YASUNAGA Jumpei, UEKI Takuya, KANESHIRO Yosuke

Model Number of dampers
モデル1 80
モデル2 160
モデル3 240
モデル4 244
モデル5 320

図4 粘弾性ダンパーの 
トリリニアモデル 

 

図3 間柱型粘弾性ダンパー 
の骨格曲線 

図1 軸組図および基準階伏図 

図2 せん断モデルの概念図 

(a) モデル1 (b) モデル 2 (c) モデル3 

(d) モデル4 (e) モデル5 
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表1 ダンパー数 

擬似フレームKfsi

擬似ブレース
Kbsi

擬似ダンパー
Adsi, ddsi

VE
 

Fdsi, δdsi

 

Fbsi, δbsi

 Ffsi, δfsi
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せん断ひずみ 10%を第一折れ点のせん断ひずみ γd1sy とす

る。第三せん断弾性率 Gd3は，層間変形とダンパー変形が

同一となる場合を想定し，そのときの層間変形角 1/100 rad
時点での骨格曲線の接線の傾きとする。検討対象建物は，

第 1層を除いて各層の高さ 4.0 m，粘弾性ダンパーの厚さ
25 mmであることから，層間変形角 1/100 rad 時点の接点
のせん断ひずみは γds1/100 = 1.6である。また，γds1/100までの

骨格曲線と横軸が囲む面積（図 5）と γds1/100までのトリリ

ニアモデルと横軸が囲む面積（図 6）が等しくなる点を第
二折れ点のせん断ひずみ γd2syとし，第二せん断弾性率 Gd2
を設定する。 
そして，各層の擬似ダンパーのせん断面積 Adsi，厚さ ddsi

を用いて，トリリニアモデルのせん断弾性率 Gd1，Gd2，Gd3

および折れ点せん断ひずみ γd1sy，γd2syをそれぞれ次式で剛
性，折れ点変位に変換する。 

𝐾𝐾𝑑𝑑1𝑠𝑠𝑖𝑖 = 𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝐺𝐺𝑑𝑑1 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝜃𝜃 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝑓𝑓/𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 (1) 
𝐾𝐾𝑑𝑑2𝑠𝑠𝑖𝑖 = 𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝐺𝐺𝑑𝑑2 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝜃𝜃 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝑓𝑓/𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 (2) 
𝐾𝐾𝑑𝑑3𝑠𝑠𝑖𝑖 = 𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝐺𝐺𝑑𝑑3 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝜃𝜃 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝑓𝑓/𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 (3) 

𝛿𝛿𝑑𝑑1𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 𝛾𝛾𝑑𝑑1𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 (4) 
𝛿𝛿𝑑𝑑2𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 𝛾𝛾𝑑𝑑2𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 (5) 

ここで，Kd1si，Kd2si，Kd3siはトリリニアモデルの第一，第二，
第三剛性であり，δd1syi，δd2syi はトリリニアモデルの第一，

第二折れ点の変位である。また，式(1)～(3)中の Gλθ，Gλfは
それぞれ等価せん断弾性率の温度補正係数，振動数補正係

数であり，それぞれ次式で定義される 10)。 
𝜆𝜆𝐺𝐺 𝜃𝜃 = −9.029 × 10−5 × 𝜃𝜃2 − 1.668 × 10−2 × 𝜃𝜃 + 1.3697 (6) 

𝜆𝜆𝐺𝐺 𝑓𝑓 = 1.1836 + 0.3813 × log10𝑓𝑓 (7) 
ここで，f = 1/1Tfとした。 
 
3. 静的荷重増分解析 
3.1 静的地震荷重の概要 
本報で使用する地震荷重 Piは地震地域係数 Z = 1，第二

種地盤を想定した Ai 分布に基づくものとする。各モデル
の総重量は約 290000 kNであり，ダンパーの重量もモデル
化しているため，ダンパー数が最少のモデル 1と最大のモ
デル 5で総重量は 0.7%程度異なる。 
3.2 解析結果 
本節では，静的荷重増分解析による層せん断力 Qsと層

間変形 δsの関係を確認する。図 7に検討した解析ケースの
代表として粘弾性ダンパーの初期温度を 10，30℃とした
場合の層せん断力と層間変形の関係を示す。また，同図に

ベースシア係数 Cbが 0.1，0.2，0.3となるステップをそれ
ぞれ赤，青，緑線で併せて示す。 
図 7より，すべてのケースで最も層間変形が大きくなる

のは 6層目であることがわかり，これは本報その 1の時刻
歴応答解析結果と同様の傾向である。各モデル間で比較す

ると，表 1 のダンパー数が多いモデルほど，同じ Cbのと
きに層間変形が小さくなる傾向や Cbの増大に伴って剛性 図 7 層せん断力と層間変形の関係

図 6 トリリニアモデルと
横軸が囲む面積 

図 5 骨格曲線と横軸 
が囲む面積 

モデル 1 

10℃ 30℃ 

1層

20層

モデル 2 

モデル 3 

モデル 4 

モデル 5 

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層
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せん断ひずみ 10%を第一折れ点のせん断ひずみ γd1sy とす

る。第三せん断弾性率 Gd3は，層間変形とダンパー変形が

同一となる場合を想定し，そのときの層間変形角 1/100 rad
時点での骨格曲線の接線の傾きとする。検討対象建物は，

第 1層を除いて各層の高さ 4.0 m，粘弾性ダンパーの厚さ
25 mmであることから，層間変形角 1/100 rad 時点の接点
のせん断ひずみは γds1/100 = 1.6である。また，γds1/100までの

骨格曲線と横軸が囲む面積（図 5）と γds1/100までのトリリ

ニアモデルと横軸が囲む面積（図 6）が等しくなる点を第
二折れ点のせん断ひずみ γd2syとし，第二せん断弾性率 Gd2
を設定する。 
そして，各層の擬似ダンパーのせん断面積 Adsi，厚さ ddsi

を用いて，トリリニアモデルのせん断弾性率 Gd1，Gd2，Gd3

および折れ点せん断ひずみ γd1sy，γd2syをそれぞれ次式で剛
性，折れ点変位に変換する。 

𝐾𝐾𝑑𝑑1𝑠𝑠𝑖𝑖 = 𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝐺𝐺𝑑𝑑1 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝜃𝜃 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝑓𝑓/𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 (1) 
𝐾𝐾𝑑𝑑2𝑠𝑠𝑖𝑖 = 𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝐺𝐺𝑑𝑑2 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝜃𝜃 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝑓𝑓/𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 (2) 
𝐾𝐾𝑑𝑑3𝑠𝑠𝑖𝑖 = 𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝐺𝐺𝑑𝑑3 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝜃𝜃 ∙ 𝜆𝜆𝐺𝐺 𝑓𝑓/𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 (3) 

𝛿𝛿𝑑𝑑1𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 𝛾𝛾𝑑𝑑1𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 (4) 
𝛿𝛿𝑑𝑑2𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 𝛾𝛾𝑑𝑑2𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 (5) 

ここで，Kd1si，Kd2si，Kd3siはトリリニアモデルの第一，第二，
第三剛性であり，δd1syi，δd2syi はトリリニアモデルの第一，

第二折れ点の変位である。また，式(1)～(3)中の Gλθ，Gλfは
それぞれ等価せん断弾性率の温度補正係数，振動数補正係

数であり，それぞれ次式で定義される 10)。 
𝜆𝜆𝐺𝐺 𝜃𝜃 = −9.029 × 10−5 × 𝜃𝜃2 − 1.668 × 10−2 × 𝜃𝜃 + 1.3697 (6) 

𝜆𝜆𝐺𝐺 𝑓𝑓 = 1.1836 + 0.3813 × log10𝑓𝑓 (7) 
ここで，f = 1/1Tfとした。 
 
3. 静的荷重増分解析 
3.1 静的地震荷重の概要 
本報で使用する地震荷重 Piは地震地域係数 Z = 1，第二

種地盤を想定した Ai 分布に基づくものとする。各モデル
の総重量は約 290000 kNであり，ダンパーの重量もモデル
化しているため，ダンパー数が最少のモデル 1と最大のモ
デル 5で総重量は 0.7%程度異なる。 
3.2 解析結果 
本節では，静的荷重増分解析による層せん断力 Qsと層

間変形 δsの関係を確認する。図 7に検討した解析ケースの
代表として粘弾性ダンパーの初期温度を 10，30℃とした
場合の層せん断力と層間変形の関係を示す。また，同図に

ベースシア係数 Cbが 0.1，0.2，0.3となるステップをそれ
ぞれ赤，青，緑線で併せて示す。 
図 7より，すべてのケースで最も層間変形が大きくなる

のは 6層目であることがわかり，これは本報その 1の時刻
歴応答解析結果と同様の傾向である。各モデル間で比較す

ると，表 1 のダンパー数が多いモデルほど，同じ Cbのと
きに層間変形が小さくなる傾向や Cbの増大に伴って剛性 図 7 層せん断力と層間変形の関係

図 6 トリリニアモデルと
横軸が囲む面積 

図 5 骨格曲線と横軸 
が囲む面積 

モデル 1 

10℃ 30℃ 

1層

20層

モデル 2 

モデル 3 

モデル 4 

モデル 5 

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層

1層

20層
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が低下するような非線形性が強くなる傾向を確認できる。

このことから，静的解析において粘弾性ダンパーのトリリ

ニア近似を用いた場合でも，ダンパー付加による効果を再

現できていることがわかる。また，初期温度で比較した場

合，初期温度による層間変形の違いはあるものの，その影

響は小さいことがわかる。 
 
4. 静的荷重増分解析結果に基づく等価減衰定数の評価 
4.1 等価減衰定数の評価手法 
本報その 1では，時刻歴応答解析で得られた時刻歴最大

せん断ひずみ γdsimaxを用いて建物全体の等価減衰定数を評

価し，文献 3)で提案された評価手法の妥当性を確認した。
本報では，静的荷重増分解析で得られた各ステップのせん

断ひずみ γdsiを用いて建物全体の等価減衰定数を評価し，
等価減衰定数と荷重レベルの関係を確認する。評価手法の

基本的な流れは本報その 1と同様であり，評価手法中の変
数である時刻歴最大せん断ひずみ γdsimaxを各ステップのせ

ん断ひずみ γdsiに，擬似フレームに作用する時刻歴最大層
せん断力Qfsimaxを各ステップの擬似フレームに作用する層

せん断力 Qfsiに置き換える点のみが異なる。等価減衰定数
の評価手法の詳細は，本報その 1を参照されたい。 
4.2 等価減衰定数の評価 
前節の手順で算出した建物全体の 1 次等価減衰定数

1ξeqPOAと Cbの関係を図 8 に示す。同図に本報その 1 で構
造減衰として設定した減衰定数 1ξ0（= 2%）を併せて示し
ている。また，表 2にモデル 4，初期温度 10℃の場合の時
刻歴応答解析結果に基づく 1次等価減衰定数 1ξeqTHA，時刻
歴最大ベースシア係数 Cbmax，Cbmax時の 1ξeqPOAおよび 1ξeqTHA
に対する 1ξeqPOAの比 1ξeqPOA / 1ξeqTHAを示す。表 2より，1ξeqPOA
は，1ξeqTHA を最大でも誤差 7%以内で評価できることがわ
かる。これは，1ξeqPOAや 1ξeqTHAの評価手法の最後に各層の
弾性ひずみエネルギーWsiで重み付けしており，図 9 の層
間変形角の分布が Wsiの大きい中低層で概ね同様であるこ

とから妥当な結果であると考える。 
図 8より Cbが 0.05程度以下のとき 1ξeqPOAは大きな値と

なることがわかる。しかしながら，構造設計において対象

とする Cbは表 2の Cbmaxからもわかるように Cb = 0.2程度
であるため Cb が 0.05 程度以下の応答が小さい範囲での
1ξeqPOAは大きな問題にはならないと考える。以下，Cbが 0.05
程度以下のとき 1ξeqPOAが大きくなる理由を考察する。評価
手法の過程で算出する定常応答時の 1 次等価減衰定数 ξeqi
は式(8)で表され，弾性ひずみエネルギーWsiと 1 サイクル
の吸収エネルギーΔWsiの比で表される。図 10 の拡大範囲
に示すように式(9)を用いて算出される Wsiと Cbの関係は
2 次関数の形式であり，一方で式(10)を用いて算出される
ΔWsiと Cbの関係は Cbが小さいとき線形に近い形式となる。
そのため Cbが小さいときに Wsiは ΔWsiよりも非常に小さ

な値となり，式(8)の分母が発散するような形で最終的に求

Ground Motion 1ξ eqTHA C b max 1ξ eqPOA 1ξ eqPOA  / 1ξ eqTHA

ART HACHI 7.09 0.17 7.62 1.07

OS1 7.10 0.23 7.43 1.05

OS2 7.23 0.20 7.60 1.05

SZ1 6.75 0.32 6.83 1.01

SZ2 6.99 0.28 7.07 1.01

図 8 1次等価減衰定数とベースシア係数の関係 

(a) 10℃ (b) 20℃ 

(c) 30℃ 

図 9 層間変形角の高さ方向分布
（モデル ，初期温度 ℃）

図 10 弾性ひずみエネルギーとベースシア係数の関係と 
1サイクルの吸収エネルギーとベースシア係数の関係 

（モデル 4，6層目，初期温度 10℃） 

拡大 

表 2 時刻歴応答解析と静的荷重増分解析結果に基づく
次等価等価減衰定数の比較（モデル 4，初期温度 10℃） 

(a) ART HACHI入力時 (b) SZ1入力時 
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められる 1ξeqPOAが大きな値となると考える。 

𝜉𝜉𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝛥𝛥𝑊𝑊𝑠𝑠𝑠𝑠 4𝜋𝜋𝑊𝑊𝑠𝑠𝑠𝑠
⁄  (8) 

𝑊𝑊𝑠𝑠𝑠𝑠 =
𝑄𝑄𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓2

2𝐾𝐾𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒⁄  (9) 

Δ𝑊𝑊𝑠𝑠𝑠𝑠 = 𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐸𝐸1𝑖𝑖 + 𝐸𝐸2𝑖𝑖 + 𝐸𝐸3𝑖𝑖 + 𝐸𝐸4𝑖𝑖) (10) 
ここで，Keqsiはシステムの等価剛性であり，E1i，E2i，E3i，

E4iは粘弾性ダンパーの解析モデルを構成する 4 要素それ
ぞれのエネルギー吸収量を各層の粘弾性ダンパーの体積

で除した値である。用語の定義や算出手法の詳細は本報そ

の 1を参照されたい。 
そして，1ξeqPOAは初期温度が 10℃のときには Cb = 0.05程

度以降で概ね一定といえるが，初期温度が高くなるにつれ

てダンパー数の多いモデルほど減少していく傾向が強く

なり，各モデルの差が小さくなっていくことがわかる。し

かしながら，どの初期温度においても Cbの値によらず，
本報その 1 と同様に図 7 における層間変形の小さいモデ
ルほど 1ξeqPOAが大きくなることから，時刻歴応答解析を用
いずとも静的解析によって建物モデルの制振性能の優劣

を評価できることが示唆される。 
 
5. まとめ 
本報その 2では，間柱型粘弾性ダンパーを有する制振構

造の等価減衰定数を静的荷重増分解析結果に基づいて評

価した。得られた知見を以下に示す。 
1. 間柱型粘弾性ダンパーを有する制振構造の等価減衰
定数や各モデルの制振性能の優劣は，時刻歴応答解析

を用いずとも，静的解析によって評価できることがわ

かった。 
2. 静的荷重増分解析結果に基づいて評価した等価減衰
定数は，ベースシア係数が 0.05程度以下のときに大き
な値となることがわかった。 

3. ベースシア係数が 0.05程度以降の等価減衰定数は，粘
弾性ダンパーの初期温度が 10℃のときには概ね一定
となり，初期温度が高くなるにつれてダンパー数の多

いモデルほど減少していく傾向が強くなり，各モデル

の差が小さくなることがわかった。 
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